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区 民 環 境 委 員 会 資 料 

令和２年１１月１０日・１１日 

産 業 経 済 部 産 業 振 興 課 

 

新型コロナウイルス感染症拡大にかかる緊急経済対策の状況について（上半期実績） 

 

① 小規模企業者等緊急家賃助成金交付事業 

区内で事業活動を行う小規模企業者・個人事業主に対し、その事業活動のために事業所等を賃借して

いる費用（支払済の家賃）の一部（１事業所１５万円・最大３事業所まで、６，０００件を想定）の助成を実施。

（９月末受付終了、実績集計中） 

 

② キャッシュレス決済ポイント還元事業「がんばろう板橋！区内のお店応援キャンペーン」 

新しい生活様式によるキャッシュレス決済に対応しながら消費喚起と区内経済の活性化を図るため、「Ｐ

ａｙＰａｙ」のキャッシュレス決済で支払いを行うことで最大２０パーセント分のポイント還元を行うキャンペーン

を１０月１日から１１月３０日まで実施。（想定ポイント還元額２億４千万円）（実施中） 

 

③ 「いたばしプレミアムバルチケット販売事業」の実施 

区内経済の活性化と個店の支援を目的に、「いたばしプレミアムバルチケット」の販売を実施する。チケ

ットが使用できる参加店舗を募集し、飲食店以外の参加も可能とする。額面３，０００円を２，０００円で販

売、２万冊（購入限度１人５冊まで）の販売を電子チケットとして実施する。（実施予定期間１２月１日から１

月中旬、プレミアム額２千万円）（実施予定） 

 

④ 新型コロナウイルス感染症対策利子補給優遇加算 

資金対策として、区産業融資制度を申請する際に融資の種類ごとに定められた利子補給割合に最大

で４割の加算を実施。（最大１０割） 

産業融資斡旋件数・金額 件  数 金  額 

令和２年２月２６日～９月３０日 ６２０件 ７，２５４，３６０千円 

 

⑤ 新型コロナウイルスに関する中小企業などの特別相談窓口の設置 

事業活動に影響を受けている中小企業者などを支援するため資金繰りや経営に関する相談に中小企

業診断士が無料で対応する特別相談窓口を設置し、経営相談や産業融資の受付、中小企業信用保険

法（セーフティネット保証）に基づく認定申請等の受付等を実施。 

特別相談窓口 経営相談一般 融資相談 融資受付 認定相談 認定受付 

R2.2.26～R2.9.30 310件 395件 653件 435件 3,815件 

 

⑥ 「板橋区立企業活性化センター 経営改善チーム コロナ対策チーム」の設置 

事業活動に影響を受けている区内中小企業に対して、独自の連携ネットワークを駆使し、対応方針の

アドバイスや資金繰り表の作成支援などを行うコロナ対策チームを設置。 

→相談企業数 延べ３１５社、９９９件（令和２年２月～９月） 
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⑦ 動画で解説！中小事業者向け新型コロナ対策情報の発信（産業振興公社） 

産業振興公社ホームページで、中小事業者向けに新型コロナウイルス感染症に関する各種経済対策

（給付金、融資制度）についての解説動画を配信。 →（令和２年４月実施） 

 

⑧ 各種給付金について個別相談会を開催（産業振興公社） 

国の持続化給付金や家賃支援給付金等について、申請方法や制度の内容、提出書類のチェックなど

中小企業診断士がマンツーマンで対応する個別相談会を実施。 →３２回開催（令和２年５月～９月） 

 

⑨ 専門家派遣事業を活用して雇用調整助成金等の申請支援の実施（産業振興公社） 

厚生労働省（ハローワーク）の雇用調整助成金、緊急雇用安定助成金、小学校休業等対応助成金の

申請を検討している中小事業者に、社会保険労務士を派遣。その他専門家派遣事業では内容に応じて、

中小企業診断士、行政書士等を派遣するとともに、テレワーク等の業務改善についての専門家派遣も実

施。→１１２回派遣（令和２年４月～９月） 

 

⑩ 持続化支援事業（クラウドファンディング活用支援事業）の実施（産業振興公社） 

クラウドファンディングを通じて、事業の継続・拡大を図ることに要した経費【クラウドファンディング利用

手数料】を最大２０万円まで助成。 

→申請３件（３０万円）・クラウドファンディング専門家の派遣９件（令和２年６月～９月） 

 

⑪ 持続化支援事業（飲食店サポート事業）の実施（産業振興公社） 

新たに宅配やテイクアウト等により販路拡大や売上げ確保する取り組みに要した経費を最大２０万円ま

で助成。（区内で複数店舗を営む場合、最大４０万円）  

→４０件（申請金額６，１１６千円）（令和２年６月～９月） 

 

⑫ 持続化支援事業（営業活動促進事業）の実施（産業振興公社） 

自社や自社製品の動画制作や広告掲載、市場調査等に要した経費を最大２０万円まで助成。 

→４１件（申請金額７，２３８千円）（令和２年８月～９月） 

 

⑬ 販路開拓支援事業（新型コロナウイルス感染拡大防止事業助成金）の実施（産業振興公社） 

コロナウイルスの感染拡大防止に取り組む物品の購入やテレワークの環境構築等に要する経費を最大

２０万円まで助成。  

→７６件（申請金額１０，６７２千円）（令和２年８月～９月） 

 

⑭ テレワーク導入支援セミナーの実施（産業振興公社） 

コロナ禍における業務改善、テレワークの導入を行う企業者を対象に具体事例を交えたセミナーを開

催。産業振興公社ホームページでセミナーの動画を配信している。 

→参加者２２名（令和２年９月実施） 


